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係ではなく,労 働力人 口の減少を補うように技術進歩が促 されるという見方と,反
対に労働力人口の減少は技術進歩を停滞させるという見方がある。本稿の目的は,
今後労働力人口が減少 した場合,全 要素生産性や労働生産性などで代表される技術





みならず,パ ネル分析の手法を用いて再度確認を行った。 しかしながら,パ ネル分










は じ め に




1950～60年 代の高度成長の時代を振 り返ると大量の若 い人口が存在 し,
また彼 らが貯蓄に励んだことなどが経済成長の原動力であったとみ られてい
る。総人 口に占める高齢者の割合 も低 く,"人 口ボーナス"と いう言葉で表
されるように,人 口要因が経済成長にプラスの影響を及ぼしていたのである。




後,労 働力人口の減少は確実視され,ま た傾向的な貯蓄率の低下が資本ス トッ
ク蓄積の速度を低下 させる可能性 も無視できないとすると,わ が国の長期的
な成長の鍵は技術進歩の速度にあるといえよう(2)。後述す るように,生 産関
数アプローチでは労働力(就 業者)や 資本ス トックの貢献以外で,な お経済
成長を説明 しきれない要因を全要素生産性と捉え,技 術進歩の代理変数 とみ
な している。人 口減少 とともにこうした技術進歩の速度 も衰えるのであろう
か,そ れ とも反対 に技術進歩が一層促され,経 済成長に寄与す るのであろう
か。
技術進歩 と労働力人口増加 との関係については従来から様々な議論がなさ













最後に,わ が国の特殊な事情を取 り上げ,時 系列データに基づく検証を示 し
た後,筆 者なりの見解を示すこととしたい。
1.全 要 素 生産 性 とOECDデ ー タベ ー ス
技術進歩を議論するには,そ の対象となる全要素生産性の定義を行う必要





これを成長会計 というが,労 働力と資本ス トックのみを生産要素とする単純
な一次同次のコップ ・ダグラス型生産関数で示すと,要 素投入量の合計X
の増加率は(1)式 で示すことができる。 ここでLは 労働力(こ れはしば し





一方,GDPをyと す ると,経 済成長率には生産要素投入量Xの 増加率だ
けでは説明 しきれない変化分がある。これを全要素生産性(TFP)(あ るい









本 稿 で利用 した,OECDに よ る全要素 生産性 及 び労 働生産 性 のデー タに
ついて紹介す る。
全要 素生産性(OECDで はMulti-factorProductivityと 称 して いる)に
つい て は,2006年3月 に公 表 された"MFPbasedonHarmonizedPrice
IndicesforICTCapitalGoods,CapitalInput,CostShares,Totalfactor
Input"と い うデー タベ ースを利用 した(3)。これには,OECD加 盟19ヶ 国に
関 してTFP(デ ータベ ースではMFPと 呼ぶ)を1985年 か ら2004年 にか
けて計測 した結果 が掲 載 され てい る(4)。但 し,そ の間 に新 たにOECDに 加
盟 した国 もあ り,ま た従来か らの加盟国 であ って もデー タが欠落 している も
の も多 い。 したが って,バ ラ ンス したパ ネル ・データを作 成で きな いこ とに
注意 されたい。 な お,こ のデ ータベ ースは国 際比較 を行 うため に用意 された
ものであ り,各 国別のTFPの 系列作成 において はOECDの 推計デ ータが必
40(309)
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ず しも最 も適切 な ものではない と表記 されて いる。
以上 に加え,2006年3月 に公表 され た労働生 産性 に関す るOECDの デー
タベ ース("LabourProductivityGrowthData")も併 せて 活用す る。 労
働生産 性 は,単 位人 ・時間当 た りのGDP水 準で あ り,そ の増加率 を計 算 し
てTFPに 代替 す る技 術進歩 の指標 とした。 これ はOECDの"AnnualNa・
tionalAccounts"で 公表 され る各 国 のGDPを も とに,同 じ くOECDの
"LabourForceStatistics"などを利用 して計測 した もので あ る。 労働 生産
性 はOECD加 盟 国の うち29力 国について計 測 されて いるが,一 部 欠落 して
い るもの もあ り,TFP同 様バ ラ ンス したパネル ・デー タにはな らない。 な
お,労 働生産性 の増加率のみ を取 り上 げることか ら,国 際比較 で しば しば問
題 とな る為替 レー トの調整 は不要 であ る。 加 えて,以 下の分析 で は65歳 以










+カ ナダ+フ ランス+ド イツ →← イタ リア
→← 日本+イ ギリス → 一アメ リカ
資料:OECD(2006)。 本文参照。
図1主 要7力 国のTFP上 昇率の推移
(305)41
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ForceStatistic:"か ら得 たもので ある。
図1は,主 要7力 国(カ ナダ,フ ラ ンス,ド イツ,イ タ リア,日 本,イ ギ
リス,ア メ リカ)を 対象 としてTFP上 昇 率の推移 を示 した ものである。計
測 されて いる期間 を平 均 して,7力 国 の中で最 もTFPの 上昇 率が高 か った
の は 日本(1985-2002年)の1.55%,次いで フ ラ ンス(1985-200年)1.53
%,イ ギ リス(1985-2003年)1.28%などであ り,カ ナダ(1985-2004年)
が0.48%とTFPの 増加率 は最 も低 か った。 な お,ア メ リカ(1985-2004年)
は1.13%で あった。
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度低下を人 口増加速度の低下 と関連させて説明 した。但 し,Kremer(1993)
は,人 口総数の増加は同じような技術開発が重複 して行われ,か えって技術
進歩 の効率性 が低下す る可能性 も指摘 している。 さ らに,Aghionand
Howitt(1992)は 研究開発の成果 は市場の規模が大きいほど多 くなるとし
ている。
経済企画庁(1995)で は,技 術進歩 と労働力人 口の関係を,以 下の三つの
効果に整理 している。第一は規模の経済喪失効果で,労 働力人口増加率が低
下す ることにより集団的な力が低下す るというものである。第二は創造性喪





に多 く用 いざ るを得 な くな り,そ の結果 と して技術進歩 が促進 され るとい う
ものであ る。以上 を踏 まえ ると,労 働節約促進効果 が規模 の経 済喪 失効 果 と
創造性 喪失効果 を上 回れ ば,労 働力人 口の増 加率 が低下 す るほどTFPの 上
昇率 は高 ま るが,逆 に労働節約促進効果 の影響 が小 さければ,労 働力人 口増
加率 とTFPの 上昇率 は正の相関 を持 つ ことにな る。
どちらの見 方が妥当で あろうか。経済企画庁(1995)に よるクロスカン ト
リー ・デー タ を用 いた実 証 分析 で は,労 働 力人 口増 加 率 が低下 す るほ ど
TFPの 上 昇 率 が 高 ま る と解 釈 で き る結 果 が得 られ て い る。 また,八 代
(1999)で も,先 進8力 国の1980-91年 にお ける労働供 給増加 率 とTFP上
昇率 の関係を計測 し,両 者 に負 の関係 があ ることを示 して いる。 こ うした分
析は近年 にお いて も行 われている。労働省(2000)で は,日 本を含 む先進10
力国 にお ける両者 の関係 を計測 し(1975-94年 の平均値 を利用),(3)式 の
結果 を得 ている(式 の括弧 内は`値 である)。
TFP上 昇率=1.531-0.448×(労 働力人 口増 加率)1～2=0.334(3)
(6.00)(一2.35)
さ らに,内 閣府(2003)で は,1981-2000年 にお けるOECD諸 国の デー
タを用いた クロスカ ン トリー分析 を行 い,就 業者数増加率 とTFP上 昇率 の
間には緩 やかな負の相 関関係があ ると結論 してい る。
こうした結 果は妥当であ ろうか。 クロスカ ン トリー ・デー タに よる分析 で
は見 かけ上 の相関を計測す る可能性 もある。 そ こで,本 研究では,こ う した
ク ロスカ ン トリー ・デー タによる結果 を再現 した後,よ り信頼性の高 いパ ネ
ル ・データ分析の手法を用 いて,以 上 の結論 を確認 す ることと した い。
2.ク ロ スカ ン トリー ・デ ー タによ る推定




分析を行 う前に,本 研究で利用す るOECDデ ータにおいて もこうした関係
が確認できるかどうかを検証する。
2.1ク ロスカ ン トリー ・デ ータか ら見 た技術進歩 と労働力 人口の関係
前章 で紹介 したTFPに 関 す るOECDの デー タベ ース等 を利 用 して1990
年 代 の平 均値 を計算 し,同 期 間 の労働力 人 口増加 率 な どとの関係 を計 測す
る(6)。OECDの デー タベ ースは1985年 以 降か らの ものであ るが,80年 代や
2001年 以 降 のTFPデ ー タには欠落値 が多 く,1985年 以 降の平均 値を 利用
す る と対象 とな る国 の数 が減 少す るため1990年 代の みを分析 対象期間 と し
た。対象 とした国 は,オ ース トラ リア,オ ース トリア,ベ ルギ」,カ ナダ,
デ ンマ ーク,フ ィンラン ド,7ラ ンス,ド イツ,ギ リシア,イ タ リア,日 本,
オ ラ ンダ,ニ ュー ジー ラン ド,ポ ル トガル,ス ペ イ ン,ス ウ ェーデ ン,イ ギ
リス,ア メ リカの.18力 国で あ る(7)。また以上 に加 え,労 働生産性 につ いて
も同様 な計 測 を行 う。 これについて も1990年 代 のデー タの平均 値を利用す
る。対 象 とな る国 は上 記18力 国の他,ア イ スラ ン ド,ル クセ ンブル ク,韓
国,ノ ル ウェー,ス イスを加 えた23力 国 である。
対 象 となる18力 国 の1990年 代のTFPの 平均上昇率 をみ ると,ポ ル トガ
ルの2.2%が 最 も高 く,次 いで フィ ンラン ド2.]%,イ ギ リス1.7%と 続 く。
最 も低 か ったのはスペイ ンの0.42%,次 いでニ ュー ジー ラ ン ドの0.74%で あ
り,日 本 は三 番 目に低 い0.78%で あ った。一方,1990年 代 の労 働力人 口増
加率 ではオ ラ ンダのL6%が 最 も高 く,次 いで スペ イ ン1.4%,ニ ュー ジー ラ
ン ド1.4%な どで あ り,低 いのはス ウェー デ ンー0.3%,イ タ リア ー0.3%な ど
であ り,日 本は0.6%の 増加で あった。
図2は,こ うした状況 を示 した散布図で あ り,両 者 の関係 を計 測 した結果











注:1990～2000年 までの平均値 を利用 してい る。












TFP上 昇率;1.369-0.224×(労 働力人 口増加率)adj.R2=0.05(4)
(9.32)(一1.39)
労働力人 口増加 率の係数 はマ イナスであ り,こ れは先行研究の結果 と一致
す る。但 し,t値 は小 さ く,ρ 値 もα18と 有意 な結果 である とは言 いがたい。
その要因 は1990年 代 と比較的短期 間を対象 とした平均値 を採用 した ことに
よる と考 え られ る。
2.2分 析の拡張
表1は,TFPや 労働生 産性 を被説 明変数 と した クロスカ ン トリー ・デ ー
タによる実証結果を整理 した もので ある。 〈1>は(4)式 で示 した結果で ある。
〈2>は く1>の 説明変数 に65歳 以上人 口比率 を加 えた もの であ る。65歳 以
上人 口比率 の係数 は マイ ナスで計測 され たが,有 意 な結 果で はなか った。
































































注:1)1990～2000年 の平 均値を利用 している。
2)対 象 はデータが利用可能 な23力 国である。本文参照。
3)dumsmal1は 人 口500万 人以下 の小 国を1と す るダ ミー変数 で ある。小 国 は,ア イ
スラ ン ド,ノ ルウ ェー,ル クセ ンブル ク,ニ ュー ジー ラン ドの4力 国と した。
4)括 弧 内はt値 であ る。
一方,<4>は 労働生産性を被説明変数として計測 した結果である。〈4>で
は説明変数に労働力人口増加率 と65歳 以上人口比率 を,ま た 〈5>は く4>




得 られなかっ'た。次に,パ ネル ・データを用いた場合にはこの結果がどのよ
うに修正されるかを示す。
3',パ ネ ル ・デ ー タによ る分析




し,次 いでプー リング ・モデル の結果 を紹介 した後,固 定効 果モデル,変 量
効果 モデルによ る推定結果 を示す。
3.1パ ネル分析 について
パ ネル ・データ に関す る分析方法 としては,ク ロスセ クシ ョン(こ こでは
OECDの 各 国)の 異 質性 を考慮 す るか どうか,考 慮す るな らば ク ロス セク
ションの異質 性を どの ように捉 えるかによ って以下 の三 つの推定方法 に分か
れる。
第一 の方法 は,ク ロスセク ションに異質性 は存 在 しない と して,`パ ネル ・
データをプール して分析す る,プ ー リング ・モデル(共 通 定数項モ デル)と
称 され る手法 であ る。Yを 被説明変数,Xを 説 明変数 と し,添 え字2で クロ
スセクシ ョンを代表 させ,添 え字'で 時間を示す こととす ると,プ ー リング ・
モデルは(5)式 で示 され る。
Y=α+βXl`+u,,(5)
第二 は,異 質性 を導入す るが,そ の異質性 は定 数項 ダ ミー によって表 され
るとす る固定 効果 モデルである。(5)式 のプー リング ・モデル では定数項 が
クロスセ クシ ョンで共通 であ ったが,.固 定効 果モデルで は各国 の異質性 はそ
れぞれの定数項 ダ ミーで表 され ると考 え る。 固定 効果 モデル は(6)式 の とお
りであ る。
鶏=a,+βX毒+τ6π(6)
これ に加えて,(7)式 にあ るよ うに,ク ロスセ クシ ョンの異質性 は撹乱項
の一 部 と して示 される とす る,変 量 効果モデルが ある。撹乱項 はク ロスセ ク
シ ョン特有の項 と一般 の撹乱項 の二 つか ら構成 され るため,分 散不均二世 が




各モデルの適用判断は概ね次のとおりである。 プー リング ・モデルと固定
効果モデルについては,後 者に付加される国別の定数項が効果的であるかど
うかの視点から,F検 定によって判断を行 う(8)。また,固 定効果モデルと変
量効果モデルの適用判断 としては,ハ ウスマン検定を用いる。ハウスマン検
定の帰無仮説は 「変量効果モデルが適切である」 というものであり,検 定統
計量:(こ れはカイ二乗分布にしたが う)が 大きい場合,帰 無仮説を棄却 し固
定効果モデルを選択することになる。
3.2.プ ー リング ・モデルによる分析 結果
TFP上 昇率 と労働力人 口増加率 に関す るプー リング ・モデル による単回
帰 の結 果 を示 した ものが図3で あ る。 対 象 は1985～2004年 まで の間で,
0ECDデ ー タベ ー スが利用可 能な19力 国 の うち,ア イル ラ ン ドを除 く18
力国 である。推計 結果 は(8)式 の とお りで ある。
TFP上 昇率=1.254-0.236×(労 働力 人 口増加率)adj.R`=0.05(8)
(14.3)(一4.09)
推計結果 をみ ると,労 働力 人 口増加率 の係数 は一〇.236で あ り,(4)式 の
クロスカ ン トリー ・デー タのケース と比較 してほぼ同水準 の値 が得 られて い
る。一方,t値 をみ ると一4.09で あ り,(4)式 と異な り有意 な結果 が得 られ
てい る。
表2は,以 上 の結果 の他,い くつかの推定結果を整理 した ものである((8.)
式の結果 は 〈1>の ケースに相 当 している)。 〈2>の ケースでは,説 明変 数 に
労働力人 口増加率 と65歳 以上人 口比率 の二つを設定 した もので ある。65歳
以上人 口比率 はマイナ スの係数 が推定 され たが有意で なか った。 また,<3>
では さ らに人 口規模(対 数)を 説 明変 数 に加え,技 術進歩 に対 す る人 口の規
48(312)
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労 働 力 人 口増 加 率(LG)
資料:OECD(2006)。 本文参照。
注:1)対 象 はデータの揃 った18ヶ 国である(ア イル ラン ドを除 く)。また,デ ー タ数(NT)
は296で あ る。
2)1985～2004年 までのデー タを対象 と した,ア ンバ ラ ンス ド・パ ネルである。













































表2技 術進歩と労働力人口ー プール ド回帰による検証

















































注:1)対 象はデー タの揃 った18ヶ 国であ る(ア イル ラン ドを除 く)。 また,デ ータ数(NT)
は296で あ る。






力人 口増加率の係数は一〇.286でt値 も一5.7]と 有意な結果となっている。
さらに,〈5>は65歳 以上人 口比率を加えたものであるが,労 働力人口増加
率,65歳 以上人 口比率 どちらの係数 もマイナスでかつ有意な結果が得 られ




プー リング ・モデルによる分析では,分 析対象 としたそれぞれの国に異質
性があるとした仮定を設定 していない。次に,こ うした異質性を明示的に仮
定 した分析を行 う。それが,3.1で 示 した固定効果モデルおよび変量効果モ
デルによる分析である。
最初 に表3-1に 整理 した,技 術進歩上昇率 と労働力人口増加率に関する単
回帰の結果を考察する。<1>はTFP上 昇率を被説明変数として固定効果モ
デルで推定 した結果である。モデル選択に関するF値 は1.613と5%有 意水
準でプー リング ・モデルを選択するという帰無仮説が棄却され,し たがって
固定効果モデルが選択される。労働力人口増加率の係数は一〇.224であ り有
意な結果が得 られている。但 し,決 定係数が小 さく,他 にTFP上 昇率に影
響を及ぼす変数があることが示唆される。<2>は 同じ推定式を変量効果モデ







表3-i技 術進歩と労働力人ロー パネル分析①(単 回帰)
〈1> <2> 〈3> 〈4> 〈5> 〈6> 〈7> 〈8>
モデル 固定効果 変量効果 固定効果 変量効果 固定効果 変量効果 固定効果 変量効果
被説明変数 TFP TFP 労働生産性労働生産性 TFP TFP 労働生産性労働生産性









































adj1～2 0,084 0,044 0,273 0,082 0,107 0,000 0,217 0,014
サンプル数 296 296 483 483 303 303 408 408
F値 1.613寧 6.158*' 1.983榊 4.736纏
ハウスマン検定 0.05: 0,008 0.7520 0,097
資料:OECD(2006)。 本文参照。
注:1)対 象 はデータの揃 った18ヶ 国である(ア イル ラン ドを除 く)。
2)1985～2004年 までの データを対象 と した。 また,デ ータベー スには欠損値が ある,
ア ンバラ ンス ド・パネルであ る。
3)括 弧 内はt値 であ る。
4)F値 は固定効果 モデル とプー リング ・モデルの選択,ハ ウスマ ン検定 は固定効 果モデ
ル と変量効果 モデルの選択 の指標であ る。
串は5%有 意水準 で,林 は1%有 意水準 で帰無仮 説が棄却 され ることを示す。
TFP上 昇 率=L248-0.231×(労働 力 人 口 増 加 率)adj.1～2=0.04(9)
(14.3)(一4.09)
次に,労 働生産性上昇率と労働力人 口増加率の関係を推定 した結果が 〈3>,





はプーリング ・モデルの結果 と大き く異なっていない。
〈5>,〈6>はTFP上 昇率を65歳 以上人口比率の上に回帰 した結果である。
固定効果モデルによる結果 〈5>に おける係数推定値 は一5.69,ま た変量効
(315)51
政経論叢 第75巻 第3・4号
果モデルによる結果 〈6>に おける係数推定値は一1.65と いずれ もマイナス
であったが,し か しいずれも有意な結果ではなかった。同様に,〈7>,〈8>
は労働生産性上昇率を65歳 以上人 口比率の上に回帰 しだものであるが,固
定効果モデル<7>,変 量効果モデル 〈8>の いずれのケースでも,TFPの 場
合 と同様 に有意な結果が得 られなか った。
表3-2は,労 働力人 口増加率と65歳 以上人 口比率の二つを説明変数 とし
た重回帰分析の結果を示 したものである。人口動態が技術進歩に影響を及ぼ
す関係を量の面から捉えたものが労働力人 口増加率であり,質 の面から捉え
表3-2技 術進歩 と労働力人 ロー パネル分析②
〈1> 〈2> <3> <4> 〈5> 〈6>
モデル 固定効果 変量効果 固定効果 変量効果 固定効果 固定効果
被説明変数 TFP TFP 労働生産性労働生産性 TFP 労働生産性






































adj.R2 0,083 0,044 0,275 0,092 0,083 0,351
サンプル数 296 296 480 480 283 401
F値 1.567寧 5.287" 1.560'6.146"
ハ ウスマン検定 0,601 L958
資料:OECD(2006)。 本文参照。
注:1)対 象はデ ータの揃 った18ヶ 国であ る(ア イル ラン ドを除 く)。
2)1985～2004年 までのデー タを対 象 とした。 また,デ ー タベー スはア ンパ ラ ンス ド・
パネルで ある。
3)括 弧内 はc値 である。
4)F値 は固定効果 モデル とプー リング ・モデルの選択,ハ ウスマ ン検定は固定効果 モデ
ル と変量効果 モデルの選択 の指標 であ る。
ホは5%有 意 水準 で,R#は1%有 意水準 で帰無 仮説 が棄却 される ことを示す。




た ものが65歳 以上人 口比率で あ ると考 えた場合 の推定式 で ある。 〈1>は 被
説 明変 数をTFP上 昇 率 と した固定効果 モデルで あるが,労 働力人 口増加率
の係数 は 一〇.228で 有意 であ ったが,65歳 以上人 口比率 は有意 な結果 は得 ら
れ なか った。 〈2>は 変量効 果モ デル によ る結 果であ るが,〈1>と 同様 に65
歳以上 人 口比率 の係 数 は有意 ではな い。 〈3>,〈4>は 労働 生産性上昇 率を被
説明変数 とした ものであ るが,〈4>の 変量効果 モデルは二 つの説 明変数 と も
有意 であ り,労 働力人 口増 加率 の係数 は 一〇.330,65歳 以上 人 口比率 の係数
は一6.06と いずれ も技術進歩上昇率 に対 して負の効果を有 している。
〈5>,〈6>は アイス ラン ド,ノ ル ウェー,ル クセ ンブル ク,ニ ュー ジー ラ
ン ドの 四つ の小 国を除いて推 定 した結 果で あ り,い ず れ も固定効果 モデル を
利用 して い る(9)。〈5>の 結果 をみ る と,労 働力人 口増加 率 の係 数 は一〇.229
と有意 であ ったが,65歳 以上 人 口比率 の係数 は有意 な結 果 が得 られ なか っ
た。 〈5>の 結果 は,す べ ての国を含 めた 〈1>の ケー ス とほぼ同様 な もので
あ った。
3.4技 術進歩と労働力人口は負の関係を持つのか?
以上のパネル分析の結果をみると,労 働力人 口の増加が技術進歩の上昇 に
対して負の効果を持つ,と いう仮説が検証されたようにみえる。 このことは,










その まま受 け取 る ことはできない。
表4は,分 析対 象 としてき たOECD諸 国 の うち,大 国 と呼 ばれ るG7諸
国(ア メ リカ,イ ギ リス,フ ランス,ド イ ツ,イ タ リア,カ ナダ,日 本)の
みを取 り出 して,TFP上 昇 率 と労働 力人 口の増加率 な どの関係 を検証 した
結果で ある。<1>の ケースは,こ の両者 を プー リング ・モデル で,〈2>は 固
定効果 モデル で,ま た く3>は 変量効 果モ デル で推 定 した ものであ り,労 働
力人 口増加率 の係 数はいずれ もマイナスの値が得 られたが,し か しすべて有
意な結果 ではない。 〈4>,〈5>は65歳 以上人 口比率 を説明変数 に加 えた もの
であ るが,同 様 に有意 な推定 値を得 ることはで きなか った。
OECD諸 国全体 につ いては,TFP上 昇率 と労働 力人 口の増 加率 の関係 は
表4技 術進歩と労働力人ロー パネル分析②
〈1> 〈2> <3> 〈4> 〈5>
モデル プー リング 固定効果 変量効果 固定効果 変量効果
被説明変数 TFP TFP TFP TFP TFP


























adj丑2 0,001 0,060 0,000 0,179 0,060
サンプル数 126 126 126 126 126
F値 2.276榊 4.982"
ハウスマ ン検定 0,872 8.752'
資料:OECD(2006)。 本文参照。
注:1)対 象 はG7の 国 々である。
2)1985～2004年 までのデー タを対象 と した。 ア ンバラ ンス ド・パネルで ある。
3)括 弧内 はi値 で ある。
4)F値 は固定効果 モデル とプー リング ・モデルの選択,ハ ウスマ ン検定 は固定効果 モデ
ル と変量効果 モデルの選択 の指標である。
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が得 られなかった。その原因として,G7各 国には異なるTFP上 昇率 と労
働力人口の増加率の構造的な関係があり,し たが ってG7諸 国に共通 した係
数推定値を得 られないということが考え られる。このことを確認するため,
パネル分析 に用いたG7諸 国のデータを利用 して,そ れぞれの国 ごとの
TFP上 昇率 と労働力人 口の増加率の関係を推定 した結果が表5で ある。
G7諸 国のうち,TFP上 昇率 と労働力人口の増加率が負の関係を有意 に
示 しているのはイギ リスのみである。 ドイツとイタリアにあっても負の関係
が得 られたものの,有 意な推定結果ではない。その他の四ヶ国については両
者に正の関係が推定 され,日 本を除 く三ヶ国(ア メリカ,フ ランス,カ ナダ)
は有意な結果ではないが,日 本は有意に正の関係が計測されている。 このこ
とから,ク ロスカントリー分析やパネル分析で技術進歩上昇率 と労働力人口
増加率の間に負の関係が確認されて も,各 国共通の係数を有 しているという
前提が成立 していないことが疑われる。とりわけ,日 本の場合,両 者に有意







TFPに 関する推計結果を紹介する。 その後で,わ が国の技術進歩上昇率と
労働力人 口増加率の関係に関する実証分析の結果を示す。
4.lTFPの 推計
OECDの 全要素生産性(TFP)に 関する日本のデータは1985～2002年 の
18年 間に限定 され,頑 健な推定を行 うにはサ ンプルの数が少ない。そこで
OECDの データに代えて,国 民経済計算年報等におけるデータを もとに
TFPに 関する独自推計を行 って実証分析を進めることとした。なお,推 計
の方法は1.1で 示 したとおりである。
分析を行 う前に,留 意すべ き点を述べておきたい。それは,TFP上 昇率
がTFPを どのように推計す るかという推定方法に依存 して決まるという点
である。資本ス トックの定義,伸 び率の測定方法,就 業者数の把握など,
TFP測 定の方法が違えばOECDの データとは異な るTFP上 昇率の系列が
得 られることになる。OECDに よるTFPの 推定方法が完全に公開されない
限り,上 記 と同 じデータ系列を再現することは難 しい。なお,こ のことは労
働力人 口増加率などの説明変数 にも該当する('o)。この点を考慮すると1985
年以前のTFP上 昇率が推定可能であって も,1985年 以降のデータについて
OECDの 推計値を用いるか,あ るいは独 自の推計値を用いるかという問題
がある。以下では,1985年 以降のデータについて も独 自推計 した値を用い,
参考として1985年 以降をOECDの データベースの値としたケースも併せて
推定 した。














で ある。1985年 以降 の双 方 のデー タをみ ると明 らか に異 な って いる。 しか
しなが ら,1985～2002年 の両者 の相 関係数 は0.50程 度 あ る。TFP上 昇率 が
残差 によって推定 される ことか ら,こ う した違 いが生 じるが,上 記 で も述 べ




4.2推 計 結 果
わが国におけるTFP上 昇率 と労働力人口増加率の間の関係を推定 した結
果が表6で ある。推定期間は1961～2004年 の44年 である。
〈1>の 結果をみると労働力人口増加率の係数は1.069と 正の値であり,か
つ有意である。この1.069と いう値は表5で 示 した1985年 以降のOECDデ ー
タベースを用いた場合の推定結果1.065と きわめて近い値である。〈2>は,




表6技 術進歩 と労働力人ロー わが国の時系列データによる検証
推定式 定数項 労働力人口増加率
65歳 以上
















































注:i)推 定期 間は1961～2004年 。
2)dum74は1961～1974年 を1,そ れ以降 を0と す るダ ミー変数。
3)dum85は1985年 以降を1,そ れ以外 を0と す るダ ミー 変数。
4)〈5>,〈6>はOECDデ ー タを1985年 以降接続 した系列を対象 と した結果 である。
0.798と 小さくなっているものの有意な結 果である。〈3>は 説明変数を65歳
以上人 口比率としたものであ り,そ の係数はマイナスでかつ有意な結果が得
られたが,〈4>は 労働動力人 口増加率 と組み合わせて推定を行 うと,65歳
以上人 口比率の推定値は有意な結果は得 られていない。
〈5>,<6>は1985年 以降をOECDデ ータとして1984年 以前の独自推計デー
タに継ぎ足 したTFP上 昇率の系列を被説明変数 としたものである。両ケー
スとも1985年 以降を1と するダミー変数を加えてデータ系列の違いをコン
トロール している。 〈5>の 労働力人 口増加率の係数 は1.577で 〈1>よ り大
きな正の値が得 られ,か つ有意であった。 また,65歳 以上人 口比率と組み





ると,先 行研究やクロスセクション分析などか ら得 られたTFP上 昇率と労
働力人口増加率の間の負の関係は頑健なものとは言いがたいことがわかる。
お わ り に
人 口減少時代を迎え,経 済成長における技術進歩の役割はさらに重要なも
























(4)OECDに よるTFPの 計測では,(1)式 に当たる資本ス トックを7つ の産業






(7)ア イルラ ンドについて もデータが利用できるが,TFP,労 働力人口増加率
ともに他の国々と比較すると外れ値となり,計 測結果に影響を及ぼすため除外
している。
・・)検 定統計量は・・一(臨 製 華 美,一F(N-1,NT+k)・な
る。但 し,Nは 国の数(ク ロスセクション数),Tは 時系列の数,hは 定数項
以外の説明変数の数であ り,帰 無仮説は,「定数項がすべて等しい(プ ーリン
グ ・モデルが適切)」 となる。そのため,F値 が大き く,帰 館仮説が棄却され
れば,固 定効果モデルが選択される。
(9)2003年 時点で人口規模が5千 万人未満の国を小国とした。
(10)労 働力人 口増加率に関しても若干の差がある。独自推計では,総 務省 「労働
力調車」を用いて計算した。
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